
団体名： 設楽町商工会

得られた効果 備考

自己評価 満足度 補足 目標

（達成度 119.6 ％） （達成度 100.0 ％） Ａ Ａ 両方現状維持

目標達成度 必要性 実施方法

Ａ Ａ
両方現行どお

り

自己評価 満足度 補足 目標

（達成度 108.3 ％） （達成度 106.5 ％） Ａ Ａ 両方現状維持

目標達成度 必要性 実施方法

Ａ Ａ
両方現行どお

り

自己評価 満足度 補足 目標

（達成度 169.3 ％） （達成度 40.0 ％） Ａ Ａ 両方現状維持

目標達成度 必要性 実施方法

Ａ Ａ
両方現行どお

り

自己評価 満足度 補足 目標

（達成度 107.7 ％） （達成度 ％） Ａ Ａ 現状維持

目標達成度 必要性 実施方法

Ａ Ａ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標

（達成度 107.7 ％） （達成度 122.2 ％） Ａ Ａ 両方現状維持

目標達成度 必要性 実施方法

Ａ Ａ
両方現行どお

り

自己評価 満足度 補足 目標

（達成度 85.0 ％） （達成度 ％） Ａ Ａ 現状維持

目標達成度 必要性 実施方法

Ｂ Ａ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標

（達成度 102.3 ％） （達成度 ％） Ａ Ａ 現状維持

目標達成度 必要性 実施方法

Ａ Ａ 現行どおり

事業名 事業概要（背景・目的） 事業実績
主たる
対象者

事　業　評　価

目　標① 目　標② ＡＢＣＤ評価 今後の展開・改善点等

小規模事業者

指標
巡回窓口指導延件数

指標
課題解決提案件数 経営及び技術の改善、健

全な企業の育成。

実績
数値

5

２０１９年度事業実績報告の概要（小規模事業経営支援事業費補助金関係）

記帳継続指導

商工会の職員が、個人事業主
等を対象に正しい記帳方法の
指導や決算・確定申告の指導
を行い、適正な税務申告と経理
の自計化や計数管理による経
営力の向上に結びつける。

記帳機械化の利用普及
複式簿記による記帳指導
企業数　52企業
指導日数　187日
指導回数　692回

記帳機械化及
び記帳継続指

導対象者

指標
記帳指導事業所数

指標

目標
数値

450
実績
数値

538
目標
数値

5

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

本年同様数値を目
標とし、計画的に効
率よく事業を実施
する。

巡回・窓口相談指
導事業

一般的に経営基盤の弱い小規
模零細企業を中心に、経営指
導員等の商工会職員が事業所
へ訪問をし、融資等の金融相
談・申告時期の税務相談・労務
相談等経営全般について様々
な相談への指導をすることによ
り経営及び技術の改善を図り、
健全な企業を育成するととも
に、創業予定者をはじめとした
経営全般に関わる相談窓口の
設置により、経営改善に資する
指導を行う。

巡回指導
　実企業数72企業（うち非会員
6件）
　延件数　206件（うち非会員9
件）
窓口指導
　実企業数　100企業（うち非会
員8件）
　延件数　332件（うち非会員17
件）
課題解決提案件数　5件

講習会

多様化する経営環境に対応す
るため、小規模事業者にとって
必要な金融・税務・経理・労働・
情報化等の知識習得や時事的
な問題についての啓蒙を図り、
事業者の資質の向上と円滑な
事業運営に資することを目的と
する。

集団指導：税制改正など毎年
行う講習会及び時事的な問題
などに対応した講習会を年12
回開催。参加人員127名。
個別指導：金融相談指導を中
心とした講習会を年1回開催。
参加人員2名。

小規模事業者
及び商工業者

指標
集団指導参加事業所数

複式簿記による正
しい経理を指導し、
数値をもとに経営
力の向上になるよう
指導を実施する。

目標
数値

48
実績
数値

52
目標
数値

650
実績
数値

記帳指導延べ回数 複式簿記による正しい経理
処理及び計数管理による経
営力の向上。 総

合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価

事
業
者
へ
の

調
査
結
果692

産業活性化事業

それぞれの地域の特性を活か
した地域資源の活用や、特産
品の開発普及・ＰＲなどを行い、
また、地産地消の推進などを行
うことにより、企業の発展及び地
域産業の活性化に資することを
目的とする。

商工会商品券事業の支援
地域特産品のＰＲ及び出張販
売
（事業参加事業所数　70事業
所）

小規模事業者

指標
事業参加事業所数

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

本年同様数値を目
標とし、計画的に効
率よく事業を実施
する。

目標
数値

75
実績
数値

127
目標
数値

5

指標
個別指導事業所数 知識習得による事業主の資

質向上。
総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価実績

数値
2

青年部・女性部事
業

青年部・女性部員間での交流
や社会福祉を通じて地域との
関わりを持つことにより、地域社
会の発展に寄与することを目的
とする。

・青年部事業（実施回数28回）
  5月視察研修　18人
  11月商工感謝祭出店11人
　11月設楽町民ｺﾞﾙﾌ大会　7人
・女性部事業（実施回数22回）
　11月商工感謝祭出店26名
　12月ﾌﾗﾜｰｱﾚﾝｼﾞﾒﾝﾄ15人
　1月視察研修　23人

青年部員及び
女性部員

指標

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

本年同様、地域特
産品、観光資源の
PRを積極的に行う。

目標
数値

65
実績
数値

70
目標
数値

指標

地域の特性を生かした特産
品の開発及びPRを行い、
企業の発展及び地域産業
の活性化。

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価実績

数値

目標
数値

26
実績
数値

28
目標
数値

青年部事業実施回数
指標

女性部事業実施回数 部員間での情報交換及び
研修会による知識向上。各
種事業による地域社会への
発展寄与。 総

合
評
価

Ａ

18
実績
数値

22

産業団体

発展会や各種団体等、産業振
興・地域貢献団体の活動をサ
ポートし、事業運営に協力する
ことにより、国・地方公共団体、
地域社会への貢献や発展のた
めの一助となり、ひいては商工
業の活性化に資することを目的
とする。

設楽青色申告会73名、新城法
人会設楽ブロック45名、設楽食
材搬入組合10名、食品衛生協
会設楽分会41名、寒狭川上流
漁業協同組合1名の活動をサ
ポートし、事業運営に協力す
る。

青色申告会、法
人会、食材搬入
組合、食品衛生
協会、寒狭川上
流漁協の加入

事業所

指標
事業所加入件数

実
施
側
の

事
業
評
価

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

本年同様数値を目
標とし、計画的に効
率よく事業を実施
する。

労働保険事業

事業主等の委託を受けて、事
業主に代わって労働保険料の
申告納付その他労働保険に関
する各種の届出等の事務手続
きを行うことにより、中小企業主
の事務処理の負担を軽減し、
労働保険適用促進及び労働保
険の適正な徴収を図ることを目
的とする。

労働保険事務委託事業所の労
働保険料の申告納付。
その他の労働保険に関する各
種届出等の事務処理。
労働保険の適用促進及び加入
勧奨。
委託事業所数　44事業所
対象従業員数　111名

労働保険事務
委託事業所

指標
委託事業所数

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

本年度同様数値を
目標とし、達成率を
上げるよう実施し
る。

目標
数値

200
実績
数値

170
目標
数値

指標

青色申告会、法人会、食材
搬入組合、食品衛生協会、
寒狭川上流漁業の活動を
サポートし、事業運営に協
力することにより地域社会
発展のための一助となり商
工業の発展につなげた。

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価実績

数値

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

本年同様数値を目
標とし、適正な労働
保険事務委託業務
に努める。

目標
数値

43
実績
数値

44
目標
数値

指標

労働保険の事務を委託す
ることによる事業主の事務
処理の負担の軽減。適用促
進による事業主の労働雇用
問題の解消。

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価実績

数値

　　※　経営発達支援事業として認定を受けた事業については、備考欄に○を付しています。
　　※　事業評価欄において、１つの事業で目標が２つある場合、目標達成度の評価は２つの平均となります。
　　※　記載内容についての詳細資料は、各団体において整備しています。



団体名： 設楽町商工会

得られた効果 備考
事業名 事業概要（背景・目的） 事業実績

主たる
対象者

事　業　評　価

目　標① 目　標② ＡＢＣＤ評価 今後の展開・改善点等

２０１９年度事業実績報告の概要（小規模事業経営支援事業費補助金関係）

自己評価 満足度 補足 目標

（達成度 83.7 ％） （達成度 129.2 ％） Ａ Ａ 両方現状維持

目標達成度 必要性 実施方法

Ａ Ａ
両方現行どお

り

自己評価 満足度 補足 目標

（達成度 130.0 ％） （達成度 113.8 ％） Ａ Ａ 両方現状維持

目標達成度 必要性 実施方法

Ａ Ａ
両方現行どお

り

福利厚生事業

中小企業、小規模企業の経営・
雇用の持続的な安定を図るた
めに、各種共済の普及や従業
員の健康診断事業の実施等、
企業の安全な育成に資すること
を目的とする。

各種共済制度の加入促進及び
ＰＲ。
共済加入者数　256件
従業員の健康診断事業を8月
に実施。
健康診断実施事業所数31件
健康診断実施者数　165名

小規模事業者

指標
共済加入者数

若手後継者育成事
業

新たな発想を掘り起こすため、
新ビジネス展開について講習
会を開催する。全国大会に参
加し、青年部活動やビジネス
チャンスについて発表を聞き、
今後の経営に結び付けることを
目的とする。

講習会：0円で8割をリピーター
にする集客術
講師：一圓克彦氏
日時：9月17日（火）
参加者：13名（内小規模事業者
数11名）
全国大会（名古屋国際会議場）
日時：12月4日（水）5日（木）
参加者：正副部長3名

小規模事業者

指標
講習会への参加者数

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

本年同様、計画的
に事業を実施する。

目標
数値

306
実績
数値

256
目標
数値

24

指標
従業員健康診断実施企業数 各種共済制度の普及による

福利厚生の充実及び経営
の安定化。
健康診断実施により事業主
及び従業員の健康管理。

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価実績

数値
31

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

本年同様、計画的
に事業を実施する。

目標
数値

10
実績
数値

13
目標
数値

80

指標
講習会参加者満足度 講習会による知識習得及び

自己啓発の向上。
全国大会参加により、活力
アップと情報共有が図れ
た。

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価実績

数値
91

　　※　経営発達支援事業として認定を受けた事業については、備考欄に○を付しています。
　　※　事業評価欄において、１つの事業で目標が２つある場合、目標達成度の評価は２つの平均となります。
　　※　記載内容についての詳細資料は、各団体において整備しています。


